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平
成
30
年
度
み
や
ま
市
一
般
会
計
決
算
は
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し

ご
と
総
合
戦
略
」に
よ
る
実
効
性
の
あ
る
具
体
的
施
策
を
積
極
的

に
推
進
し
、「
田
園
環
境
都
市
」の
実
現
に
向
け
た
施
策
に
投
資
す

る
こ
と
に
よ
り
本
市
が
抱
え
る
少
子
高
齢
化
・
過
疎
化
、
減
災
・

防
災
な
ど
直
面
す
る
課
題
に
対
し
、
積
極
的
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

特
に
バ
イ
オ
マ
ス
セ
ン
タ
ー
の
本
格
稼
働
や
総
合
市
民
セ
ン

タ
ー（
仮
称
）整
備
事
業
な
ど
の「
安
全
・
安
心
な
明
る
く
住
み
良

い
ま
ち
づ
く
り
」、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置
や
子

ど
も
の
医
療
費
助
成
な
ど
の「
健
全
で
た
く
ま
し
い
こ
ど
も
た
ち

の
育
成
」、
高
齢
者
の
運
転
免
許
証
自
主
返
納
助
成
な
ど
の「
高
齢

者
、
障
が
い
者
へ
の
健
康
・
医
療
・
福
祉
の
充
実
」、
清
水
山
荘
の

リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー
プ
ン
や
九
州
オ
ル
レ
み
や
ま
・
清
水
山
コ
ー

ス
で
の
イ
ベ
ン
ト
開
催
な
ど
の「
農
漁
業
と
地
場
産
業
の
振
興
」の

４
つ
の
分
野
に
重
点
を
置
き
、
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

決
算
額
は
歳
入
総
額
１
９
９
億
９
７
７
万
円
に
対
し
、
歳
出
総

額
１
９
２
億
４
１
８
万
円
、
差
し
引
き
７
億
５
５
９
万
円
で
し
た
。

こ
れ
か
ら
令
和
元
年
度
に
繰
り
越
し
た
事
業
に
充
て
る
財
源
１
億

１
３
３
１
万
円
を
差
し
引
き
、
実
質
収
支
額
は
５
億
９
２
２
８
万

円
の
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

※
数
値
に
つ
い
て
は
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
で
表
示
し
て
い
ま
す
。

歳
入
総
額
は
2.1
％
増
の
1
9
9
億
円

　

歳
入
総
額
は
前
年
度
比
2.1
％
増
の
１
９
９
億
９
７
７
万
円
に
な

り
ま
し
た
。

　

歳
入
の
内
訳
を
み
る
と
、
市
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
る
市
税
の
収

入
額
36
億
６
９
５
１
万
円
で
、
全
体
の
18
・
4
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

評
価
替
え
の
影
響
に
よ
る
固
定
資
産
税
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、
前

年
度
か
ら
0.4
％
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

地
方
交
付
税
は
歳
入
総
額
の
29
・
３
％
を
占
め
る
最
も
大
き
な

収
入
で
、
58
億
３
６
６
７
万
円
で
す
。
前
年
よ
り
2.5
％
減
少
し
て

い
ま
す
。

　

市
債
が
増
加
し
て
い
る
の
は
、
バ
イ
オ
マ
ス
セ
ン
タ
ー
や
総
合

市
民
セ
ン
タ
ー（
仮
称
）建
設
な
ど
に
よ
る
も
の
で
、
前
年
よ
り

38
・
３
％
増
加
し
て
い
ま
す
。

▼自主財源・・・市が自主的に調達することができる収入
▼依存財源・・・国や県から交付または割り当てられる収入
▼その他（自主財源）・・・財産収入、寄附金、繰越金など
▼その他（依存財源）・・・地方譲与税、利子割交付金、配当

割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、

ゴルフ場利用税交付金、 自動車取得税交付金、地方特例

交付金、交通安全対策特別交付金   

30年度
平成

決
算
報
告

ど
う
使
わ
れ
て
い
る
の
？

　扶助費・人件費・公債費は、総称して「義
務的経費」と言います。その他（12.4%）には、
維持補修費、補助費、積立金、投資・出資・
貸付金、災害復旧費が含まれています。

歳出の性質で見た構成比

扶助費
21.0%

人件費
16.9%

繰出金
11.8%

その他
12.4%

公債費
7.0%

物件費
11.3%

普通建設
事業費
19.6%

歳
出
総
額
は
1.8
％
増
の
１
９
２
億
円

　

歳
出
総
額
は
前
年
度
比
1.8
％
増
の
１
９
２

億
４
１
８
万
円
に
な
り
ま
し
た
。

　

決
算
額
を
目
的
別
で
み
る
と
、
民
生
費
が

36
・
５
％
と
最
も
高
く
、
続
い
て
総
務
費
、

衛
生
費
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

民
生
費
は
、
臨
時
福
祉
給
付
金
や
保
育
所

等
整
備
事
業
費
補
助
金
の
減
な
ど
に
よ
り
前

年
度
よ
り
2.1
％
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

衛
生
費
は
、
地
域
ブ
ラ
ン
ド
品
加
工
等
施

設
整
備
事
業
や
新
ご
み
処
理
施
設
・
新
火
葬

施
設
整
備
に
伴
う
有
明
生
活
環
境
施
設
組
合

負
担
金
の
増
な
ど
に
よ
り
18
・
５
％
増
加
し

て
い
ま
す
。

　

借
金
の
返
済
で
あ
る
公
債
費
は
、
ま
い
ピ

ア
高
田
建
設
事
業
分
の
償
還
金
の
減
な
ど
に

よ
り
3.5
％
減
少
し
て
い
ま
す
。

市民1人当たりの歳出額　
　51万 2,453 円（前年度49万 8,433 円）
１世帯当たり歳出額　
　133万 4,643 円（前年度131万 8,058 円）
※平成 31年 3月31日現在人口 37,475人、
　世帯数14,389 世帯で算出

歳出を市民・世帯当たりに換算した場合

健全化判断比率
すべての比率が健全化基準内でした。
　みやま市は、国が示している早期健全化の基
準を大きく下回っており、健全な財政運営を
行っています。地方公営企業の資金不足も生じ
ていません。
　実質赤字比率および連結実質赤字比率は、
実質赤字額および連結実質赤字額がないため、
算定されません。
　また、将来負担比率についても、前年度に引
き続き算定されませんでした。

実質公債費比率と将来負担比率の推移

実質公債費比率

H26     H27　　 H28　　H29　    H30 （年度）

0

5.2 4.8

将来負担比率

00

6.5

※数値が低いほど良いとされています

0

5.6

（％）

0

5.5

みやま市

早期健全化基準
財政再生基準

実質赤字
比率
-

13.28％

20.00％

連結実質赤字
比率
-

18.28％

30.00％

実質公債費
比率
4.8％

25.0％

35.0％

将来負担
比率
-

350.0％

福岡県平均
（政令市を除く）

みやま市

経常収支比率の推移

H26　   H27　  H28　  H29     H30（年度）

88.9

91.5 91.4

（％）

89.6

84.8

93.0

92.0

85.0

【経常収支比率】
財政の弾力性の指標です。低いほど財政運営に弾力性
があり、政策的に使えるお金が多いことを意味します。
みやま市の経常収支比率は県の平均を下回っています。

89.5

92.3

その他
4億8,985万円【0.6%減】
(2.6%）

歳出（目的別）
192億,418万円
（前年比1.8％増↑）

一般会計

民生費
70億1,366万円【2.1％減】

(36.5%）

衛生費
24億9,081万円【18.5％増】

(13.0%）

総務費
25億3,185万円【18.7%増】
(13.2%）

公債費
13億5,792万円【3.5%減】

(7.1%）

消防費
7億4,871万円【3.1%増】

(3.9%）

教育費
14億8,545万円【4.9%減】

(7.7%）

土木費
18億3,551万円【4.3％減】

(9.5%）

農林水産業費
12億5,042万円【8.0%減】

(6.5%）

その他（2.6%）には、議会費、
労働費、商工費、災害復旧
費が含まれています。

市税の内訳
個人市民税 13億2,033万円　法人市民税 1億5,335万円
固定資産税 18億5,296万円　軽自動車税 1億4,141万円
市たばこ税    2億   144万円     

自主
財
源

59億5,234万
円（
29.8％

）

139億5,743万円（70.
2％
）依存財源

市税
36億6,951万円【0.4％減】

(18.4%）

歳　入
199億977万円
（前年比2.1％増↑）

一般会計

諸収入
2億4,866万円【27.8%増】

　(1.3%）

その他（自主財源）
20億3,417万円【6.2%増】

(10.1%）

その他（依存財源）
9億8,191万円【0.2％増】

(5.0%）

　
皆
さ
ん
が
納
め
た
市
税
や
、
国
・
県
か
ら
の
交
付
金
は
、

み
や
ま
市
に
住
む
人
の
生
活
を
よ
り
よ
く
す
る
た
め
、

さ
ま
ざ
ま
な
形
で
使
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
内
容
を
示
す
平
成
30
年
度
決
算
に
つ
い
て
、
概

要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問 

財
政
課 
財
政
係
（
℡
6
4
・
1
5
5
3
）

市債
29億6,152万円【38.3％増】

(14.9%）

   国庫支出金
26億845万円【11.1％減】
       (13.1%）

   国庫支出金
26億845万円【11.1％減】
       (13.1%）

県支出金
15億6,888万円【6.5%減】

(7.9%）

【　】内は前年比
（　）内は構成比

県支出金
15億6,888万円【6.5%減】

(7.9%）

地方交付税
58億3,667万円【2.5%減】

(29.3%）

地方交付税
58億3,667万円【2.5%減】

(29.3%）

平成26年度         平成 27年度        平成 28年度        平成 29年度        平成 30年度

市債

市債および基金の残高の推移

15,892

9,378 9,696 9,787

(百万円）

15,787 16,738
14,527

9,655 9,490

18,435

※市債のうち臨時財政対策債は、交付税により国から措置される市債です。

基金 市債のうち
臨時財政対策債

7,655 7,836 7,848 7,822 7,736


